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１ 上田市環境基本条例 

   上田市環境基本条例 

平成19年3月30日 

条例第8号 

目次 

前文 

第1章 総則(第1条―第7条) 

第2章 環境の保全に関する基本的施策 

第1節 基本方針等(第8条―第10条) 

第2節 基本的施策(第11条―第22条) 

第3節 施策の推進体制等(第23条・第24条) 

第3章 上田市環境審議会(第25条―第32条) 

第4章 補則(第33条) 

附則 

 

私たちのまち上田市は、千曲の清流と肥沃な大地、美しい山並みに囲まれ、四季折々の多彩な

自然のもと、歴史と文化を育んできた。 

しかしながら、物の豊かさや生活の利便性を求める社会経済活動は、身近な自然や希少動植物

の減少、都市・生活型公害の増加などを引き起こし、さらにはあらゆる生物の生存基盤である地

球環境をも損なうおそれを生じさせている。 

この地球環境を保全し、健全で恵み豊かな環境の恵沢を将来にわたって享受できるようにする

ことは、現在及び将来の人々に対する私たちの責務である。 

私たち市民は、それぞれの役割分担のもとに、ともに手を携え協働して良好な自然環境及び健

全な社会環境の保全及び創造を推進し、未来に誇りうる自然環境共生都市を実現するため、ここ

に、この条例を制定する。 

 

第1章 総則 

(目的) 

第1条 この条例は、環境の保全について基本理念を定め、並びに市、事業者、市民及び滞在者の

責務を明らかにするとともに、環境の保全に関する施策の基本となる事項を定めることにより、

環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の市民が健康で安

全かつ文化的な生活を営むことができる良好な環境の確保に寄与することを目的とする。 

(用語の意義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障の原

因となるおそれのあるものをいう。 

(2) 地球環境保全 人の活動による地球温暖化又はオゾン層の破壊の進行、海洋の汚染、野生

生物の種の減少その他の地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環
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境の保全であって、人類の福祉に貢献するとともに市民の健康で文化的な生活の確保に寄与

するものをいう。 

(3) 公害 事業活動その他の人の活動に伴って生ずる大気の汚染、水質の汚濁(水質以外の水の

状態又は水底の底質が悪化することを含む。)、土壌の汚染、騒音、振動、地盤沈下(鉱物の掘

採のための土地の掘削によるものを除く。)及び悪臭によって、人の健康又は生活環境(人の生

活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含

む。以下同じ。)に係る被害が生ずることをいう。 

(基本理念) 

第3条 環境の保全と創造は、すべての市民が健全で豊かな環境の恵みを享受するとともに、この

環境が将来の世代へ継承されるように積極的に行われなければならない。 

2 環境の保全と創造は、人間が自然から多くの恵みを受けていることを認識し、自然との共生と

環境への負荷の少ない持続的に発展することができる社会を構築することを目的として、市、

事業者、市民及び滞在者がそれぞれの責務に応じた役割分担の下、自主的かつ積極的に行われ

なければならない。 

3 地球環境保全は、人類共通の課題であり、地域の環境と深く関わりがあることを認識して、す

べての事業活動及び日常生活において積極的に推進されなければならない。 

(市の責務) 

第4条 市長は、前条に規定する基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、環境の保全に

関する施策を策定し、及び実施するものとする。 

2 市長は、前項の規定による施策の策定及び実施に当たっては、国及び他の地方公共団体と連携

を図るとともに、市民及び事業者の環境への負荷の低減その他の環境の保全に資する取組を支

援するよう努めるものとする。 

(事業者の責務) 

第5条 事業者は、基本理念にのっとり、事業活動を行うに当たっては、これに伴って生ずる公害

を防止し、又は自然環境を適正に保全するために必要な措置を講ずるとともに、環境への負荷

の低減その他の環境の保全に努めなければならない。 

2 事業者は、事業活動において、環境の保全に自ら努めるとともに、市長が実施する環境の保全

に関する施策に協力しなければならない。 

(市民の責務) 

第6条 市民は、基本理念にのっとり、日常生活において、資源及びエネルギーの節約、廃棄物の

排出の抑制等による環境への負荷の低減その他の環境の保全に努めなければならない。 

2 市民は、環境の保全に自ら努めるとともに、市長が実施する環境の保全に関する施策に協力し

なければならない。 

(滞在者の責務) 

第7条 旅行者その他の本市に滞在する者は、基本理念にのっとり、環境への負荷の低減その他の

環境の保全に自ら努めるとともに、市長が実施する環境の保全に関する施策に協力しなければ

ならない。 
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第2章 環境の保全に関する基本的施策 

第1節 基本方針等 

(基本方針) 

第8条 市長は、環境の保全に関する施策の策定及び実施に当たっては、次に掲げる基本方針に基

づき、総合的かつ計画的に推進するものとする。 

(1) 人の健康が保護され、生活環境に被害を及ぼす環境の保全上の支障を防止し、並びに安全

でゆとりある快適な環境を創造し、及び確保すること。 

(2) 生物の多様性の確保を図るとともに、自然環境を適正に保全することにより人と自然との

豊かなふれあいの場が保たれること。 

(3) 廃棄物の発生の抑制並びに資源及びエネルギーの有効利用を促進し、環境への負荷の少な

い循環型社会の構築を図ること。 

(4) 歴史的風土及び文化的遺産を生かし、自然環境と一体となった地域性豊かな景観の確保並

びに美しい景観を創造すること。 

(5) 市民等の意見を反映するとともに、自然を通じた人と人との交流を促進し、環境の保全に

関する思想の高揚及び普及を図ること。 

(環境基本計画) 

第9条 市長は、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本となる計画

(以下「環境基本計画」という。)を定めなければならない。 

2 環境基本計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 環境の保全に関する総合的かつ長期的な目標及び基本的施策の大綱 

(2) 環境への配慮の指針 

(3) 前2号に掲げるもののほか、環境の保全に関し必要な事項 

3 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、市民等の意見が反映されるよう努めるとともに、

第25条に規定する上田市環境審議会の意見を聴かなければならない。 

4 市長は、環境基本計画を定めたときは、これを公表しなければならない。 

5 前2項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

(環境の状況等の公表) 

第10条 市長は、市の環境の状況及び環境の保全等に関する施策の実施状況を公表しなければな

らない。 

 

第2節 基本的施策 

(施策の策定等に当たっての環境優先) 

第11条 市長は、環境に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、これを実施するに当たっては、

環境基本計画との整合を図るとともに、環境の保全を優先するよう努めるものとする。 

(財政上の措置) 

第12条 市長は、環境の保全に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努

めるものとする。 

(規制的措置) 

第13条 市長は、公害の原因となる行為及び自然環境の適正な保全に支障を及ぼすおそれがある
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行為に関し、必要な規制の措置を講ずるものとする。 

(経済的措置) 

第14条 市長は、事業者又は市民が自ら環境への負荷を低減するための施設の整備その他の適切

な措置をとることを助長するために、助成その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

(事業に係る環境配慮) 

第15条 市長は、環境に影響を及ぼすおそれのある事業を行おうとする者が、その事業に係る環

境の保全について適正に配慮するよう必要な措置を講ずるものとする。 

(資源の有効利用の促進等) 

第16条 市長は、環境への負荷の低減を図るため、市民等による資源及びエネルギーの有効利用

並びに廃棄物の減量及び適正処理が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

(調査の実施及び監視等の体制の整備) 

第17条 市長は、環境の保全に関する施策を策定し、及び実施するために必要な調査を行うもの

とする。 

2 市長は、環境の状況を把握し、及び環境の保全に関する施策を推進するために必要な監視等の

体制を整備するよう努めるものとする。 

(環境の保全に資する施設の整備) 

第18条 市長は、環境の保全に資する公共的施設の整備その他これらに類する事業を推進するた

め必要な措置を講ずるものとする。 

(自然環境の保全) 

第19条 市長は、森林、農地、水辺等における多様な自然環境を保全し、有効活用するために必

要な措置を講ずるものとする。 

(環境教育及び環境学習の振興等) 

第20条 市長は、市民及び事業者が環境の保全について理解を深めるために、環境教育及び環境

学習の振興その他の必要な措置を講ずるものとする。 

(市民等の自発的な活動の促進) 

第21条 市長は、市民及び事業者が自発的に行う環境の保全に関する活動が促進されるよう必要

な措置を講ずるものとする。 

(環境情報の整備と提供) 

第22条 市長は、環境の保全に関する必要な情報を体系的に整備し、適切に提供するよう努める

ものとする。 

 

第3節 施策の推進体制等 

(推進体制の整備) 

第23条 市長は、環境の保全に関する施策について総合的な調整を行い、及び計画的に推進する

ために、必要な体制を整備するものとする。 

(地球環境保全に関する協力) 

第24条 市長は、地球環境の保全その他広域的な取組を必要とする環境の保全に関する施策の実

施に当たっては、国及び他の地方公共団体その他関係機関と協力してその推進に努めるものと

する。 
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第3章 上田市環境審議会 

(設置) 

第25条 環境基本法(平成5年法律第91号)第44条の規定により、上田市環境審議会(以下「審議会」

という。)を置く。 

(任務) 

第26条 審議会は、環境の保全及び創造に関する基本的事項について、市長の諮問に応じて調査

審議をするものとする。 

(組織) 

第27条 審議会は、委員15人以内をもって組織する。 

2 委員は、学識経験のある者及び関係者のうちから市長が委嘱する。 

(委員の任期) 

第28条 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

3 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が任命されるまで引き続きその職務を行う

ものとする。 

(会長及び副会長) 

第29条 審議会に会長及び副会長を置き、委員が互選する。 

2 会長は、会務を総理する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第30条 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

4 会長は、専門的な事項について必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、

意見を求めることができる。 

(部会) 

第31条 審議会に必要に応じて、部会を置くことができる。 

(環境専門委員) 

第32条 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、環境専門委員を置くことが

できる。 

2 環境専門委員は、学識経験のある者のうちから市長が委嘱する。 

3 環境専門委員は、審議会に出席し、専門的立場から意見を述べることができる。 

4 環境専門委員は、当該事項の調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 

第4章 補則 

(補則) 

第33条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成19年4月1日から施行する。 

(上田市環境基本条例等の廃止) 

2 次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 上田市環境基本条例(平成11年上田市条例第20号) 

(2) 丸子町環境基本条例(平成9年丸子町条例第17号) 

(3) 上田市環境審議会条例(平成18年条例第147号。次項において「旧審議会条例」という。) 

(経過措置) 

3 この条例の施行前に旧審議会条例の規定に基づく上田市環境審議会(以下「旧審議会」という。)

の委員に委嘱されていた委員は、この条例の施行日に新たに第27条第2項の規定により審議会の

委員に委嘱された者とみなし、第28条に規定する任期は旧審議会の委員に委嘱された日から起

算するものとする。 

(真田町環境保全に関する条例の一部改正) 

4 真田町環境保全に関する条例(昭和47年真田町条例第3号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 
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２ 環境基本計画中間見直しについて 

 

環境基本計画の策定の根拠については、「上田市環境基本条例」において、その策定

義務を規定しています。この条例は、平成 19 年 4 月 1 日に施行されました。 

 

環境基本計画の中間見直しの背景となる環境上の課題としては、以下のものが挙げ

られます。 

一つは、世界的な地球温暖化が叫ばれる中での環境への考え方が変化していることに

どう対応していくかということです。これまで京都議定書の枠組みの中で、日本は平成

24 年（2012 年）までに平成 2 年（1990 年）比 6％の温室効果ガス削減目標を削減す

ることを義務付けられていました。現在、京都議定書後の枠組みを考える中で、日本は

平成 25 年からの京都議定書の第二計画期間には参加をしないことを表明していますが、

平成 62 年（2050 年）までに世界全体の温室効果ガス排出量を少なくとも 50％削減す

るとの目標を世界全体で共有することを再確認しております。 

二つ目に、東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故により多量の放射性物質

が一般環境に放出され、広い地域の環境面に深刻な影響を与えたことがあります。この

ことにより、二酸化炭素を排出しないエネルギー生産システムである原子力発電への信

頼は揺らぎ、これまでとは違う視点でのエネルギー政策の見直しが必要とされています。 

三つ目に、上のことにも付随して関心が高まっている再生可能・自然エネルギーの利

活用をどのように進めるか、省エネルギーの意識を現状よりいかに高めるかということ

が挙げられます。創エネと省エネは車の両輪と言われるように、一体として進めていか

なければならないことであり、今後予想される企業によるビジネスモデルとしての再生

可能エネルギー・自然エネルギーの利活用にも積極的に関わっていく必要があります。 

 

環境基本計画の位置づけとしては、第一次上田市総合計画（後期基本計画）との整合

性を図りつつ、市民、事業者、行政が対等の協働関係で自主的に環境改善を推進でき、

かつ、環境情報等を共有化し、各々の責任のもと環境管理体制が確立され、環境ネット

ワーク都市として環境保全に効果を発揮し、自然環境共生都市を目指すための総合的に

重要な役割を果たす機能を持つものです。 

 

環境基本計画の中間見直しの基本方針としては、現在の環境基本計画の骨子は変え

ず、環境をめぐる背景や課題の変化に対応したものにすることです。 

計画の目標年度は平成 29 年度です。上田市の望ましい将来の環境像の実現のため、

平成 29 年度に達成するべき目標に向けて、環境施策や環境指標を中心として見直しを

進めるものです。 

 

環境基本計画の中間見直しのスケジュールとしては、平成 24 年度中に 4 回の環境審

議会を開催し、平成 25 年 2 月に答申をいただきたいと考えております。 
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３ 環境基本計画中間見直しの基本的な考え方 

 

１．環境基本計画の背景 

 上田市環境基本計画は、上田市環境基本条例に基づいて策定されております。上田市

環境基本条例には以下の３つの基本理念が掲げられており、この理念を実現するための

具体的指針として、環境基本計画は策定されています。 

《上田市環境基本条例の３つの基本理念》 

・ 健全で豊かな環境の恵みの享受と将来の世代への継承 

・ 自然との共生と持続的に発展することができる社会の構築 

・ 地球環境保全の積極的な推進 

 

２．環境基本計画の意義と役割 

１)計画の意義 

 環境の保全についての基本理念として、国は環境基本法を定め、環境への負荷が少

なく、循環を基調とする社会経済システムの実現や、人間と多様な自然・生物との共

生などを長期目標とする「環境基本計画」を策定しております。現在は、平成２４年

中の第四次環境基本計画策定に向け、作業が進められています。 

長野県においても環境基本法を受け、「すべてのものの参加と連携の下、自然と人と

が共生し、環境への負荷の少ない持続的に発展することができる郷土」を築くため、

長野県環境基本条例を制定するとともに、この理念と「環境共生県」の実現に向けて、

環境の保全に関する各種施策を総合的かつ計画的に推進するために「長野県環境基本

計画」を策定しております。 

 

２)計画の役割 

こうした認識に立って、上田市環境基本条例の理念の実現に向けて、環境の保全に

関する各種施策を総合的かつ計画的に推進するために策定されたのが上田市環境基本

計画です。 

環境への負荷を低減し、自然と人が共生できる郷土を築いていくためには、行政、

住民、事業者が、まずは身近な地域から環境保全・改善のための自主的な取り組みを

進めていかなければなりません。この意味で、住民や事業者と最も身近な基礎自治体

の果たすべき役割は極めて重要となっています。また、この計画は、環境に関する各

種計画の策定や施策推進にあたっての指針となるものです。 

なお、上田市環境基本計画は、環境基本条例の規定により、以下の３つの事項を定

めるものとされています。 

<上田市環境基本計画で定める事項> 

・環境の保全に関する総合的かつ長期的な目標及び基本施策の大綱 

・環境への配慮の指針 

・その他、環境の保全に関し必要な事項 
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３．上田市環境基本計画の位置づけ 

上田市総合計画との整合性を図りつつ、上田市都市計画マスタープランなどの基本

計画と「上田市環境基本計画」は、それぞれの計画との整合性を保ちつつ、今後の施

策をより環境に配慮したものに誘導していくことが求められます。 

上田市総合計画の基本構想について、以下にまとめます。 

≪まちづくり基本理念≫ 

⑴ 将来像～キャッチフレーズ～ 

日本のまん中 人がまん中 生活快適都市 

～水跳ね 緑かがやき 空 こころ 晴れわたるまち～ 

⑵ 基本理念 

ア 自立と協働 

イ 循環と交流 

ウ 創造と調和 

  ≪まちの将来イメージ≫ 

⑴ 社会環境の変化に強い、自立するまち 

⑵ 豊かな自然にはぐくまれ、人々が行き交うまち 

⑶ 上田市に住む誇りと満足感が得られるまち 

  ≪まちづくりの大綱≫ 

⑴ コミュニティ・自治 ～認め合い 自ら動き 個性きわだつ～ 

⑵ 産業・経済 ～知恵集め 技術磨き 未来ひらく～ 

⑶ 自然・文化 ～水跳ね 緑かがやき 文化はぐくむ～ 

⑷ 生活環境 ～生活快適 住んでてよかった～ 

⑸ 健康・福祉 ～支え合い 健やかに 女男いきいき～ 

⑹ 教育 ～学び 育ち 人かがやく～ 

 

４．環境基本計画の期間と対象範囲 

１)環境基本計画の期間 

 計画の目標年次 …10 年間（平成 29 年度） 

行政が策定する計画として、2008 年度（平成 20年度）からの 10 年間を計画期間

とし、2017 年度（平成 29 年度）を計画の目標年度としています。 

 また、環境の状況の変化や社会情勢の変化に適切に対応していくため、平成 25 年

度に中間見直しを行うこととされています。 

 

２)環境基本計画の対象範囲 

本計画では、中長期的な視点から、上田市の環境の保全を推進することを基本にし

つつ、周辺地域との連携や、ひいては地球環境問題にも配慮していくことにより、持

続可能な社会の構築を目指すものです。 

 

 


